（各課様式１）

予算要求資料
令和２年度当初予算　　支出科目　款：教育費　　項：教育総務費　　目：教育指導費
	事業名　地域連携による活力ある高校づくり推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

教育委員会　教育総務課　教育企画係　電話番号：058-272-1111（内3518）　　　　　　　E-mail：c17765@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　15,427千円（前年度予算額：16,700千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	16,700
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	16,700

	要求額
	15,427
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	15,427

	決定額
	15,320
	7,486
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	7,834


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
生徒数の動向から活性化が求められる高等学校（Ｇ１・Ｇ２）の19校において、学校ごとに活性化協議会を設置し、学校と地域社会を強く結びつける学習活動支援策を実行・検証・評価し、単独校としての活性化策を推進している。

Ｇ１の10校については、H28～30までの事業期間が終了したため、３年間の事業成果を評価し、有効性が認められたことから、H31当初予算において、事業を重点化して継続実施を要求し、引き続き事業の実施が認められている。

Ｇ２のうち６校は、H29～R1までの事業期間が終了となるため、R2年当初予算において、Ｇ１と同様に事業の継続実施を要求する。
（２）事業内容

学校ごとに設置した活性化協議会において、「高校の特性」に応じた活性化策を検討し、実施する。
　　　事業実施の例：デュアルシステムなどのキャリア教育
　　　　　　　　　　地元の食材を活用した第６次産業学習

　　　　　　　　　　地元自治体や企業等と連携した地域課題探究型学習など

（３）県負担・補助率の考え方

県負担　10/10
（４）類似事業の有無
無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	1,233
	外部講師等謝金

	旅費
	1,260
	外部講師等費用弁償、職員業務旅費

	需用費
	6,346
	消耗品費、印刷製本費

	役務費
	406
	電話代、郵便代、保険料

	委託料
	1,300
	業務委託料

	使用料
	4,882
	バス借上料、会場借上料

	合計
	15,427
	


	　決定額の考え方　

  事業内容を精査し、所要額を計上します。
　財源については、地方創生推進交付金を充当します。



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　・第３次岐阜県教育ビジョン（R1～5）
　　・基本方針１ ぎふへの愛着をもち、世界に視野を広げ活躍する人材の育成

　　　目標６ 未来を創り出す人材を育成する学校づくりと地域との連携の推進

（２）本事業の対象校
　・グループ１：小規模化の進行が急な10校

（Ｇ１）　　（不破、郡上北、八百津、東濃、瑞浪、土岐紅陵、恵那南、

坂下、高山工業、飛騨神岡）
　・グループ２：小規模化の進行が懸念される9校

（Ｇ２）　　（山県、揖斐、池田、海津明誠、関有知、恵那農業、中津商業、
中津川工業、吉城）
事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
学校と地域社会を強く結びつける学習活動支援策を実行・検証・評価し、単独校としての活力を向上させる。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	
	―
（H  ）
	―
（H  ）
	―
（H  ）
	―
（H  ）
	―
（H  ）
	―％



○指標を設定することができない場合の理由
	　地域の特性やまちづくりの方向性を踏まえた高校活性化策を検討、実施しているものであり、各校の取組内容やねらいに差異があるため、到達度の指標を設定することは困難である。


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
学校と地域社会を強く結びつける学習活動支援策を実行・検証・評価し、単独校としての活力を向上させるため、各校の活性化策を組織的・計画的に検討、実施した。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
少子化が進行する中、昨年度、本事業を実施した１９校おいて、第一次選抜の出願者数が、定員を大きく下回ることとはなく安定した数値であった。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)
○
	今後、教育の水準向上や機会均等、産業構造や社会のニーズ等の変化に対応した県立高等学校改革が必要であるため。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	まちづくりの方向性に沿った活性化策を検討、実施することにより、地域活性化の一助となっており、本事業実施前と比べ、入学者選抜において入学定員に対する志願者数が改善した。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)
○
	各校の活性化策を組織的・計画的に検討、実施している。グループ１の10校では、３年間の事業成果を評価・検証したうえで、継続して実施する事業の重点化を図り実施している。同様に、グループ２の６校でも、実施する事業の重点化を図っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
学校ごとの実情に合わせて活性化策を見極め、更に適切な指導・助言と評価を行い、翌年度以降の取組を改善する必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
各学校における取り組みを引き続き支援するとともに、更に地域と一体となった高校活性化策を検討する。


（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
	組み合わせ予定のイベント又は事業名及び所管課
	

	組み合わせて実施する理由や期待する効果　など
	


